
令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 地球温暖化防止魚津市役所実行計画推進事業 係　　　　　名 環境政策係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-23-1004

内部管理 10

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 地球温暖化防止魚津市役所実行計画推進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 環境安全課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標５．豊かな自然と共生したまち 款 衛生費

政　策　名 政策13．脱温暖化・循環型社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 平成13年 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 地球温暖化対策の推進に関する法律 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連あり

保健衛生費

施　策　名 施策36．地球温暖化防止対策・循環型社会の構築 目 環境保全費

基本事業名 基本事業36－１．温室効果ガス削減対策 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

２
事
業
概
要

事 業 概 要
循環型社会の実現に向け、事業者であり消費者である魚津市役所の職員が率先して、地球温暖化防止活動に取り組む事業。グ
リーン購入の実施（環境配慮物品の購入、使用、廃棄等）、省エネルギー（電気、燃料等の使用の合理化）、ノーマイカーの取
組などを実施する。

対　   　象 職員、市が保有する機密文書、市が実施する温暖化防止対策、グリーン購入、エネルギー

手       段
（活動指標）

機密文書リサイクルの実施。グリーン購入、省エネルギーの推進。

意       図
（成果指標）

○市の職員が率先して地球温暖化防止活動に取り組む。○市役所から排出される機密文書をリサイクルし、ごみを減量する。○ノーマイカー
通勤を実施し、温室効果ガスの排出量を削減する。○グリーン購入を実施し、環境に配慮した物品調達使用を実施。○エネルギーの使用の合
理化を推進し、エネルギー使用量を削減。

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

リサイクルした機密文書の量 ㎏ 4,920 4,380 6,000 5,720 95.3% 6,000 

ノーマイカー実施回数 回 9,422 8,787 8,500 6,150 72.4% 8,500 

成
果

リサイクルした機密文書の割合 ％ 45.2 47.6 100.0 56.0 56.0% 100.0 

月4回以上ノーマイカーを実施した人の割合 ％ 22.60 16.52 100.00 22.20 22.2% 100.00 

194,233 172,454 194,000 190,351 10.4% 202,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H29年度 H30年度 R1年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

③地方債 円

⑤一般財源 円 194,233 172,454 194,000 190,351

④その他（使用料、雑入等） 円

10.4% 202,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 600 500 500 500 0.0% 500

2,006,000 2,006,000 0.0% 2,006,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 2,601,433 2,178,454 2,200,000 2,196,351

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 2,407,200 2,006,000

0.8% 2,208,000

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

○第３次地球温暖化防止魚津市役所実行計画を平成28年３月に策定（計画期間　平成28～32年度）
○地球温暖化防止魚津市役所実行計画に基づく温暖化防止対策の実施。
　１．機密文書リサイクル（年4回）　２．ノーマイカー通勤の実施（毎週水曜日ノーマイカーデー）
○グリーン購入調達方針に基づく、環境に配慮した物品調達使用を実施。
○エネルギー管理マニュアルに基づくエネルギー使用の合理化を推進し、エネルギー使用量を削減。（夏の省エネ対策の周知ほか）

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ｂ Ｂ 突発的要因あるいは目標値の設定見込が甘い

目標達成度 ３ 低い・未実施

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

不要

今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

事業者であり消費者である魚津市役所が率先して、地球温暖化
防止活動やグリーン購入の実施（環境配慮物品の購入、使用、
廃棄等）、省エネルギー（電気、燃料等の使用の合理化）、
ノーマイカーの取組などを実施し、循環型社会の実現に向けた
各種活動を行い、市民等の模範となることで周知と実践につな
げていくことが必要である。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 環境衛生推進事業 係　　　　　名 環境政策係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1004

ソフト事業 19

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 環境衛生推進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 環境安全課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標５．豊かな自然と共生したまち 款 衛生費

政　策　名 政策13．脱温暖化・循環型社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 平成7年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策36．地球温暖化防止対策・循環型社会の構築 目 環境衛生費

基本事業名 基本事業36－２．廃棄物の適正処理・３Ｒ活動の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載なし

２
事
業
概
要

事 業 概 要
・魚津市廃棄物減量等推進審議会の事務局（魚津市廃棄物の減量化及び適正処理等に関する規則第７条に規定）
　　廃棄物の減量化、適性処理に関して、基本的な事項についを調査審議する。
・魚津市環境保健衛生協会の事務局(会議、研修会の開催等）や活動補助金等の交付、こみ収集カレンダーの作成等

対　   　象 市民、廃棄物減量等推進委員、廃棄物減量等推進員

手       段
（活動指標）

廃棄物減量等推進審議会の開催　　環境保健衛生協会の事務局事務(会議、研修会等の開催、鴨川一斉清掃の実施）
活動補助金及び負担金の交付、こみ収集カレンダーの作成配布

意       図
（成果指標）

・廃棄物の排出抑制、リサイクルの促進による廃棄物の減量化、廃棄物の適正な処理
・生活環境の保全、公衆衛生の向上　　・市民の健康で快適な生活の確保

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

廃棄物減量等推進審議会開催数 回 1 1 2 1 50.0% 2 

環境保健衛生協会常任理事会開催数 回 4 4 4 4 100.0% 4 

成
果

家庭ごみにおける分別リサイクル率 ％ 19.0 19.3 24.0 21.9 91.3% 24.0 

事業系一般廃棄物の量 t/年 4,020 4,184 4,000 4,219 105.5% 4,000 

2,091,425 1,578,181 1,912,500 1,798,441 14.0% 1,492,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H29年度 H30年度 R1年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

③地方債 円

624,000 566,500 -26.8% 533,000

⑤一般財源 円 1,385,154 804,037 1,288,500 1,231,941

④その他（使用料、雑入等） 円 706,271 774,144

53.2% 959,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 800 200 200 200 0.0% 200

802,400 802,400 0.0% 802,400

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 5,301,025 2,380,581 2,714,900 2,600,841

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 3,209,600 802,400

9.3% 2,294,400

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

≪事務事業の内容≫
廃棄物減量等推進審議会の開催
魚津市一般廃棄物廃棄物（ごみ）処理基本計画の見直し
環境保健衛生協会の事務局事務(定期総会、常任理事会、正副会長会議、研修会等の開催）、鴨川一斉清掃の実施
活動補助金及び負担金の交付、こみ収集カレンダーの作成、配布（全世帯）、ごみ・資源物の出し方ガイドの作成

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 ２ 普通

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

不要

今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

排出されるゴミの中には、資源物となりうるものが混入してお
り、分別の徹底、リサイクルの促進による廃棄物の減量化に努
める必要がある。そのための関係団体、組織の強化、活動の充
実に努めていくことが大切であると考える。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 一般廃棄物収集運搬事業 係　　　　　名 環境政策係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1004

ソフト事業 20

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 一般廃棄物収集運搬事業 担
当
部
署

課　　等　　名 環境安全課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標５．豊かな自然と共生したまち 款 衛生費

政　策　名 政策13．脱温暖化・循環型社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 平成27年度頃 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

清掃費

施　策　名 施策36．地球温暖化防止対策・循環型社会の構築 目 塵芥処理費

基本事業名 基本事業36－２．廃棄物の適正処理・３Ｒ活動の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市民、市庁舎等から排出されるごみや町内清掃等で集められるごみ・汚泥等の収集運搬を行う。
ごみの適正排出指導、減量化の推進啓発を市民に対して行う。

対　   　象 市民、家庭系一般廃棄物

手       段
（活動指標）

・もやせるごみ、もやせないごみ、金物粗大ごみの収集･運搬を一般廃棄物収集運搬業者に委託
・不適正排出があった際の、市民等に対する指導

意       図
（成果指標）

・魚津市一般廃棄物処理計画により、適正に収集運搬が行われる。
・ごみの減量化。

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

収集運搬した家庭系一般廃棄物の量 t 8,871 8,587 8,600 8,631 100.4% 8,600 

市民等に対する指導回数 回 10 10 10 10 100.0% 10 

成
果

適正に収集、運搬、処理した家庭系一般廃棄物の割合 ％ 100 100 100 100 100.0% 100 

市民１人あたりの家庭系ごみの年間排出量 kg 209 204 209 205 98.1% 209 

198,613,248 196,697,946 197,117,108 196,766,134 0.0% 198,075,750

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H29年度 H30年度 R1年度

②県支出金 円 887,000 423,000 140,000 0 -100.0%

①国庫支出金 円

140,000

③地方債 円

25,000 25,000 0.0% 25,000

⑤一般財源 円 197,701,248 196,249,946 196,952,108 196,741,134

④その他（使用料、雑入等） 円 25,000 25,000

0.3% 197,910,750

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 800 600 600 600 0.0% 600

2,407,200 2,407,200 0.0% 2,407,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 201,822,848 199,105,146 199,524,308 199,173,334

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 3,209,600 2,407,200

0.0% 200,482,950

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

・もやせるごみ、もやせないごみ、金物粗大ごみの収集･運搬（委託）
・不適正排出があった際の、市民等に対する指導
・不法投棄や海岸漂着物等処理困難物の収集・運搬（委託）

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 ２ 普通

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

不要

今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

魚津市一般廃棄物処理計画に基づき適切に収集運搬は行われて
いるが、排出されるゴミの中には、資源物となりうるものが混
入しており、分別の徹底、リサイクルの促進による廃棄物の減
量化に努める必要がある。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 し尿収集事業 係　　　　　名 環境政策係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1004

ソフト事業 22

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 し尿収集事業 担
当
部
署

課　　等　　名 環境安全課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標５．豊かな自然と共生したまち 款 衛生費

政　策　名 政策13．脱温暖化・循環型社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 昭和40年頃 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

清掃費

施　策　名 施策36．地球温暖化防止対策・循環型社会の構築 目 し尿収集処理費

基本事業名 基本事業36－２．廃棄物の適正処理・３Ｒ活動の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

２
事
業
概
要

事 業 概 要 一般家庭や事業所から排出されるし尿の汲み取りを行い、し尿処理施設へ計画的・衛生的かつ適切に搬入する。

対　   　象 排出されるし尿　及び　し尿汲み取り対象世帯

手       段
（活動指標）

し尿の汲み取りの実施状況

意       図
（成果指標）

排出されたし尿を計画的・衛生的、適切に収集し、し尿処理施設へ運搬するすることにより、公衆衛生や生活環境が清
潔に保持されている。

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

収集件数 件 2,976 2,695 2,900 2,479 85.5% 2,900 

し尿収集量 ℓ 1,738,530 1,496,610 1,450,000 1,309,580 90.3% 1,450,000 

成
果

公衆衛生や生活環境が保持されていると思う市民の割合 ％ 55.7 49.2 60.0 44.7 74.5% 60.0 

25,657,266 24,272,167 24,532,000 23,731,673 -2.2% 22,952,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H29年度 H30年度 R1年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

③地方債 円

11,388,000 8,284,960 -16.3% 10,222,000

⑤一般財源 円 14,301,736 14,369,757 13,144,000 15,446,713

④その他（使用料、雑入等） 円 11,355,530 9,902,410

7.5% 12,730,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 2 1 1 -50.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 440 500 500 700 40.0% 700

2,006,000 2,808,400 40.0% 2,808,400

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 27,422,546 26,278,167 26,538,000 26,540,073

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 1,765,280 2,006,000

1.0% 25,760,400

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

し尿汲み取り対象世帯から汲み取りの申し込みがあった場合、その汲み取りを行い、新川広域圏の処理施設クリーンぽ～とへ搬入する
　・し尿収集の業務委託
　・し尿手数料の徴収業務
　・し尿処理手数料の支払い（新川広域圏）

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 ２ 普通

効  率  性 Ａ Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

不要

今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

公共下水道等の普及により、し尿汲み取り世帯数は年々減少し
ており、併せて委託料を減額してきているところである。しか
し、し尿関係業務は皆無にはならないため、適正な委託料につ
いて検討しながら事業継続していかなければならない。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 資源物集団回収推進事業 係　　　　　名 環境政策係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1004

補助金 24

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 資源物集団回収推進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 環境安全課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標５．豊かな自然と共生したまち 款 衛生費

政　策　名 政策13．脱温暖化・循環型社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 平成7年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

清掃費

施　策　名 施策36．地球温暖化防止対策・循環型社会の構築 目 塵芥処理費

基本事業名 基本事業36－２．廃棄物の適正処理・３Ｒ活動の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

２
事
業
概
要

事 業 概 要
ごみの減量化及び資源化を推進するため、各種団体が、資源物を回収し再生資源回収業者に引き渡した場合、「魚津市
資源再利用推進活動実施要綱」に基づき、引き渡した資源物量に対して報奨金を交付する。
また、市場価格の変動により資源物が逆有償となった場合には、資源回収業者に対して逆有償報償金を交付する。

対　   　象 資源回収団体

手       段
（活動指標）

団体の資源回収に対して2.5円／㎏の報奨金を支払う。

意       図
（成果指標）

・回収に協力した団体、地区の住民のごみ問題に対する意識が高まる。
・ごみとして処理されていたものが、資源物としてリサイクルされる。

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

報奨金を交付した団体数 団体 92 79 85 75 88.2% 85 

集団回収による資源物の回収量 ｔ 600 532 780 479 61.4% 620 

成
果

集団回収によるリサイクル率 ％ 3 3 5 3 60.0% 5 

1,497,269 1,322,998 1,850,000 1,231,359 -6.9% 1,550,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H29年度 H30年度 R1年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

③地方債 円

⑤一般財源 円 1,497,269 1,322,998 1,850,000 1,231,359

④その他（使用料、雑入等） 円

-6.9% 1,550,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 100 100 100 100 0.0% 100

401,200 401,200 0.0% 401,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 1,898,469 1,724,198 2,251,200 1,632,559

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 401,200 401,200

-5.3% 1,951,200

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

団体の資源回収に対して2.5円／㎏の報奨金を支払った。

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 ２ 普通

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 補助率及び上限額について見直す余地あり

２
次
評
価

不要

今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

取組団体や住民等のごみ問題に対する意識の高揚や資源物とし
てリサイクルことに直結すると考えられることから、事業の継
続は必要である。しかし、取組団体数、回収量が横ばい、微減
であることから、事業内容等について検討する必要があると思
われる。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止



令和元年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 資源物収集運搬管理費 係　　　　　名 環境政策係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1004

ソフト事業 25

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 資源物収集運搬管理事業 担
当
部
署

課　　等　　名 環境安全課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標５．豊かな自然と共生したまち 款 衛生費

政　策　名 政策13．脱温暖化・循環型社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 平成11年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

清掃費

施　策　名 施策36．地球温暖化防止対策・循環型社会の構築 目 塵芥処理費

基本事業名 基本事業36－２．廃棄物の適正処理・３Ｒ活動の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

２
事
業
概
要

事 業 概 要
容器包装リサイクル法に基づき、ごみの分別を市民に依頼しており、地区資源物ステーションや常設資源物ステーショ
ンに出された資源物については、委託業者により収集運搬、中間処理、保管業務が行われ、ごみの減量化や資源化がさ
れている。また、民間が設置した常設資源物ステーションの維持管理費を負担している。

対　   　象 地区・常設資源物ステーションに出された資源物（ビン･缶、ペットボトル等）、常設資源物ステーション

手       段
（活動指標）

・地区・常設資源物ステーションに出された資源物の収集運搬、中間処理
・不適正排出があった際の、市民等に対する指導

意       図
（成果指標）

地区・常設資源物ステーションの出された資源物を適正に収集運搬、中間処理、保管。
常設資源物ステーションの合理的な維持管理。

R2年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H29年度 H30年度 R1年度

活
動

資源物の収集量 ｔ 1,821 2,050 2,400 2,340 97.5% 2,400 

成
果

分別資源化率(資源物計/[ごみ+資源物]計) ％ 14 14 15 14 93.3% 15 

28,106,828 28,669,099 29,482,371 29,359,295 2.4% 30,698,000

R2年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H29年度 H30年度 R1年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

③地方債 円

5,102,000 5,249,176 -5.0% 5,036,000

⑤一般財源 円 21,881,832 23,143,419 24,380,371 24,110,119

④その他（使用料、雑入等） 円 6,224,996 5,525,680

4.2% 25,662,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 700 600 600 600 0.0% 600

2,407,200 2,407,200 0.0% 2,407,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 30,915,228 31,076,299 31,889,571 31,766,495

③人件費（②×＠ 4,012 円）(Ｂ) 円 2,808,400 2,407,200

2.2% 33,105,200

５
取
組
内
容

　令和元年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

・地区・常設資源物ステーションに出された資源物の収集運搬、中間処理
・不適正排出があった際の、市民等に対する指導

６
評
　
　
価

評価の視点 H30評価 R1評価 評価結果の説明

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 ２ 普通

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

不要

今
後
の
方
針

現状を維持 方
針
の
説
明
等

資源物回収は、常設資源物ステーションの割合が大きく、地区
ステーションが低い。地区ステーションの回収量をいかに増や
すかが課題である。また、新聞や古紙等を地区ステーションで
回収できないか、検討していく必要がある。

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止


